
令和５年１０⽉２８⽇
北海道総合通信局 局⻑

廣重 憲嗣

令和５年度 電気・情報関係学会北海道⽀部連合⼤会

北海道におけるデジタル基盤の整備と
利活⽤について



総務省は、⾏政運営の改善、地⽅⾏
財政、選挙、消防防災、情報通信、郵
政⾏政など、国家の基本的仕組みに関
わる諸制度、国⺠の経済・社会活動を
⽀える基本的システムを所管

北海道総合通信局は、情報通信⾏政
を所掌する総務省の地⽅⽀分部局
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略歴

1995年 ⼊省
以降、情報通信、郵政⾏政を主に担当

2019年
〜2021年 情報通信研究機構（NICT） デプロイメント部⾨⻑

2023年7⽉ 総務省 北海道総合通信局⻑

理学修⼠（東京⼤学 物理学専攻）
Master of Science（スタンフォード⼤学 経済システム⼯学専攻）



１ 北海道におけるデジタル基盤の整備
・ICTの活⽤による課題解決
・通信インフラの整備状況
・北海道における課題解決に向けた取組み

２ 研究⽀援事業等への取り組み



ICTの活⽤による課題解決
○ 通信インフラの⾼度化やデジタルサービスの多様化等に伴い、データ流通も進展。
○ データを活⽤した多様なデジタルサービスは我々の⽣活に深く浸透しており、地域活性化、

防災等の我が国が抱える様々な社会的・経済的課題解決に貢献すると期待。
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デジタル⽥園都市国家構想

※デジタル⽥園都市国家構想基本⽅針（令和４年６⽉７⽇閣議決定）
概要資料より⼀部抜粋 デジタル⽥園都市国家インフラ整備計画

地⽅からデジタルの実装を進め、新たな変⾰の波を起こし、地⽅と都市の差を縮めていくことで、
世界とつながる「デジタル⽥園都市国家構想」を実現。
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6デジタル⽥園都市国家インフラ整備計画（主な改訂内容）令和４年３⽉29⽇ 制定
令和５年４⽉25⽇ 改訂

総務省は、2022年３⽉、「デジタル⽥園都市国家インフラ整備計画」を策定し、デジタル基盤の整備等に関する
取組を進めてきた。今般、その後の取組の進捗及び社会情勢の変化を踏まえ、計画を改訂（2023年４⽉25⽇）

インフラ整備の推進

次世代インフラBeyond 5Gの開発等

⾃動運転（遠隔監視） ドローン（点検・モニタリング）/¥

① 固定ブロードバンド（光ファイバ等）
・ 2023年度末までに、 「GIGAスクール構想」に資する通信環境の
整備を⽬指す

・ 地⽅⾃治体の要望を踏まえ、公設設備の⺠設移⾏を早期かつ
円滑に進める

・ 国⺠の利便性向上及び安全・安⼼の確保の観点から道路カバー率
を⾮居住地域の整備⽬標として設定

・ ⾃動運転やドローンを活⽤したプロジェクトとも連動する形で地域の
デジタル基盤の整備を推進

・ 新基⾦事業等により、社会実装・海外展開を強く意識したプロジェクトを重点的に⽀援し、
今後5年程度で関連技術を確⽴

・ 国際標準化の推進や国際的なコンセンサス作り・ルール作りなど、グローバル市場で競争す
る我が国企業を後押しする環境整備に努める

② ワイヤレス・IoTインフラ（５Ｇ等）

＜Beyond 5G（6G）と重点技術分野＞

・ 2025年の⼤阪・関⻄万博等でのHAPS※の実証・
デモンストレーション等の実施による海外展開の推進

・ 我が国独⾃の通信衛星コンステレーションの構築の促進

④ NTN（⾮地上系ネットワーク）

※High Altitude Platform Station、⾼⾼度プラットフォーム

・ 東京・⼤阪を補完・代替する
第３・第４のデータセンターの
中核拠点の整備を促進

・ 国際海底ケーブルの多ルート
化、陸揚局を含めた防護、敷
設・保守体制を強化

③ データセンター／海底ケーブル等

・設備・機器の省エネ化
・再エネの活⽤ 等

現在

CO2
排出量削減

省エネ化等によるグリーン化の推進

将来



携帯電話エリア整備事業（高度化施設整備事業）の実施状況

令和5年10⽉現在

R3補正・R4・R4補正・R5予算
119地区（80市町村）

５Ｇ対応に係る⾼度化実施状況
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道内の５G⼈⼝カバー率は95.5%（全国の⼈⼝カバー率︓96.6%）2023年3⽉末

○⾼度化施設整備事業
３G・４Gを利⽤できるエリアで⾼度化無線通信を⾏うため、

５G等の携帯電話の基地局を設置する場合の整備費を補助

札幌市

函館市

小樽市

旭川市

室蘭市

釧路市

帯広市

北見市

夕張市

岩見沢市

網走市

留萌市

苫小牧市

稚内市

美唄市 芦別市

江別市

赤平市

紋別市士別市

名寄市

三笠市

根室市

千歳市

滝川市

砂川市
歌志内市

深川市

富良野市

登別市

恵庭市

伊達市

北広島市

石
狩
市

当別町

新篠津村

松前町 福島町

知内町

木古内町

北斗市

七飯町

鹿部町
森町

八雲町

長万部町

江差町

上ノ国町

厚沢部町

乙部町

奥尻町

せたな町

今金町

島牧村

寿都町

黒松内町

蘭越町
ニセコ町

真狩村

留寿都村

喜茂別町

京極町
倶知安町

共和町

岩内町

泊村

神恵内村

積丹町

古平町

仁木町
余市町

赤井川村

南幌町

奈井江町 上砂川町

由仁町

長沼町
栗山町

月形町

浦臼町

新十津川町

妹背牛町

秩父別町
雨竜町

北竜町

沼田町

幌
加
内
町

鷹栖町

東神楽町

当麻町

比布町
愛別町

上川町

東川町

美瑛町
上富良野町

南富良野町

占冠村

和寒町

剣淵町

下川町

美深町

音威子府村

中
川
町

増毛町

小平町

苫前町

羽幌町

初山別村

遠別町

天塩町

幌延町

猿払村

浜頓別町

中頓別町

枝幸町

豊富町

礼文町

利尻町

利尻富士町

大空町
美幌町

津別町

斜里町

清里町

小清水町
訓子府町

置戸町

佐呂間町

遠軽町

湧別町
滝上町

興部町
西興部村

雄武町

豊浦町
伊達市

壮瞥町
白老町

安平町

厚真町 むかわ町
日高町

平取町

日高町
新冠町

新ひだか町

浦河町

様似町

えりも町

音更町

士幌町

上
士
幌
町

鹿追町

新得町

清水町

芽室町

中札内村
更別村

大樹町

広尾町

幕別町

池田町

豊頃町

本別町

足寄町

陸別町

浦
幌
町

釧路町
厚岸町

浜中町

標茶町

弟子屈町

鶴
居
村

白
糠
町

釧路市

別海町

中標津町

標津町

羅臼町

中富良野町

洞爺湖町



（参考）５Ｇの整備状況 ※全国
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全国の５Ｇ⼈⼝カバー率

※ 携帯キャリア４者のエリアカバーを重ね合わせた数字⼩数点第２位以下を四捨五⼊
９６．６%
都道府県別の5G⼈⼝カバー率

％

○ 全国の５Ｇ⼈⼝カバー率は96.6％（2022年度末）。 2023年度末の整備⽬標
95％を１年前倒しで達成。※⽬標︓2025年度末 97％、2030年度末 99％

○ 都道府県別の５Ｇ⼈⼝カバー率は2023年３⽉末で全ての都道府県で80％超。
※⽬標 ︓2025年度末 各都道府県90％程度以上、2030年度末 各都道府県99％
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（2023年３⽉末）

【整備⽬標はデジタル⽥園都市国家インフラ整備計画から引⽤】



補助対象となる場合

補助対象とならない場合

（参考）不感地対策に係る携帯電話等エリア整備事業

道路のエリア化

居住地のみエリア化

火山のエリア化 その他（農林作業場、事業所等）
のエリア化
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道路、活⽕⼭、活⽕⼭以外の⼭岳地域にある登⼭道、⾃然公園、農林業の作業場等
住⺠⾮居住地のエリア化を⽀援。



光ファイバの整備状況

光ファイバ整備状況
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○ 令和2年度補正「⾼度無線環境整備推進事業」にて104市町村に補助⾦交付決定
○ 全104市町村の整備完了済（2022.7）。世帯カバー率99.87％（推計値）

※ ⽩⾊部分は⼀部未整備地区あり。



（参考）光ファイバの整備状況 ※ 全国
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2022年3月末
2019年3月末

99.7％
（未整備16万世帯）

98.8％
（未整備66万世帯）

2018年3月末

98.3％
（未整備98万世帯）

FTTHの世帯カバー率

都道府県別の光ファイバ整備率

2021年3月末

99.3％
（未整備39万世帯）

2020年3月末

99.1％
（未整備53万世帯）

※ 町字別に、90％以上の提供がある場合は「1」、1〜89％の提供の場合は「0.5」、提供なしの場合は「0」で世帯数を加重合計し、総世帯数で除したもの。
※ カバー率については、住⺠基本台帳等に基づき、事業者情報等から⼀定の仮定の下に推計したエリア内の利⽤可能世帯数を 総世帯数で除したもの（⼩数点以下第⼆位を四捨五⼊）。

％

※ 2022年3月末時点
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○ 光ファイバの整備率（世帯カバー率）は、2022年3⽉末で99.7％まで整備。
○ 都道府県別の整備率について、離島や⼭間地等を多く有する地域において整備が遅れ

ており、地域間で整備率の格差も。



課題例の解決策として利⽤されるスマート農機
「収穫を効率的」

に⾏いたい
「農薬散布を効率的」

に⾏いたい

「⽔管理の⾃動化」
を⾏いたい

「農作業の負担を軽減」
をしたい

「育成管理」
で無駄を軽減したい

「データ収集・解析」
で管理を徹底したい

「育成管理」
で無駄を軽減したい

給水を自動化
気象データの自動収集

生体管理
水位水温計測の自動化
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センサー群の活⽤

ロボットトラクタの活⽤ ドローンの活⽤



遠隔⾃動⾛⾏実装へ向けた遠隔監視システムの⾼度化（モデル化に向けた取組）

⼟地利⽤型農業におけるローカル5G等無線技術を⽤いた⾃動⾛⾏トラクター実装モデルの⾼度化

実施体制
（下線︓代表機関）

東⽇本電信電話㈱、岩⾒沢市、沼⽥町、国⽴⼤学法⼈北海道⼤学、㈱クボタ、
パナソニックコネクト㈱、シスコシステムズ合同会社、ハイテクインター㈱、㈱スマートリ
ンク北海道、㈱はまなすインフォメーション、⽇本電信電話㈱

実証地域 北海道岩⾒沢市、沼⽥町

通信技術  ローカル５G、キャリア５G、LTE、⾃営等BWA ⽬標  遠隔監視⼿法の多様化･安定化、ローコストネット
ワークによるエリア展開（LTE不感地域対策等）

実証概要

 ⼈⼿不⾜・⾼齢化が著しい農業分野における課題解決（作業効率化・⽣産性向上）に向けて、⾃動⾛⾏農機監視⽅法の距離制限および安全監視
機能の向上、LTE不感地域における⾼精度位置情報の活⽤という課題が存在。

 ローカル５Ｇ、⾃営等BWA等の通信技術を活⽤し、⾃動⾛⾏トラクターの完全⾃動⾛⾏に向けた監視制御の遠隔対応、農機搭載システム機器の構
成簡素化・安定性向上、⾃営等BWA活⽤による⾼精度位置情報提供地域の拡⼤ソリューションを検証し、地域遠隔監視サービスを⾒据えた社会実装
を図る。

地域ネットワーク基盤

①ローコストネットワークによるエリア展開（LTE不感地域対策等）

遠隔監視の
多⾯的活⽤

現地近傍での
農機状況確認

③搭載機器の簡素化
・安定性向上

カメラIF多数装備 エンコーダ・デコーダ⼀体型端末
5G/4G 複数SIM対応
耐熱・耐震性能、省スペース

⾃動⾛⾏トラクタ

②遠隔監視⼿法の多様化

可搬型⾃営等BWA 5G／LTE等

地域MaaS

⾃動⾛⾏トラクタ

現地近傍での
農機状況確認

光ファイバー 光ファイバーGNSS

GNSS

RTK受信
遠隔監視、制御

遠隔監視連携遠隔監視連携

遠隔監視

遠隔監視・制御

✓装備・環境対策を施した⼀体型端末（複数SIM
・耐熱・耐震）導⼊による遠隔監視の多⾯的活⽤

✓複数SＩＭ対応機器の導⼊によるNW切替対応
✓複数インタフェース搭載による省スペース化

✓ 従来の遠隔監視に加え、
現地におけるタブレット等での映像を⽤いた
⾃動運転状況確認（⽬視不可能な場合の遠隔監視）

✓ 可搬型⾃営等BWAを⽤いた
⾃動⾛⾏、遠隔監視

令和5年度 地域デジタル基盤活⽤推進事業（実証事業） 採択案件 【提案時案】 13



上空での運⽤
イメージ︓端末をドローンに搭載し、撮影した映像をリア

ルタイムで地上へ伝送する等の利⽤を可能に

準同期⽅式による運⽤
イメージ︓上り回線の通信⽐率を通常より⼤きく確保し

精細な画像伝送を可能に

基地局（空中線）移設⼿続の簡素化
イメージ︓⾃⼰⼟地内で複数のエリア化が必要な場合、

⼯事設計の変更⼿続を簡素化(許可→届出)

農場における巡回利⽤

牧場における巡回利⽤

＜新たな運⽤形態１＞ ＜新たな運⽤形態２＞ ＜新たな運⽤形態３＞

地域ニーズに応じた⾃営等BWAの⾼度利⽤に関する調査検討

○ ⾃営等BWAの運⽤機能をさらに⾼めるための「新たな３つの運⽤形態」を提案

○ 道内ブロードバンド空⽩地域における通信環境の構築⼿段としての⾃営等BWA
○ スマート農業、インフラ保守点検等の利⽤ニーズに最適化された通信ネットワークの選択

肢として地域におけるDXの⽀援も
検討課題

○ 社会実装を実現するための必要条件となる周波数共⽤条件等の技術的条件について、道内
フィールドにおいて技術試験を実施し、報告書をとりまとめ

○ 検討にあたって関係者検討会を設置（座⻑ 室⼯⼤ 北沢教授、副座⻑ 北⼤ ⽇景准教授）

BWA（Broadband Wireless Access︓広帯域移動無線アクセス）

14



（参考）⾃営等BWA（広帯域移動無線アクセス）の概要

2,545 2,575 2,595 2,645

地域BWA、自営BWA

【MHz】

2,5922,582

ガード
バンドWireless City Planning

（全国BWA）
UQコミュニケーションズ

（全国BEWA）高度化方式

WiMAX
方式

ガード
バンド

 BWA（広帯域移動無線アクセス）システムとして、平成19年に以下の２つの区分が制度化。

 全国ＢＷＡ：日本全国において公衆向け高速データ通信を行うサービス
 地域ＢＷＡ：市町村においてデジタル・ディバイドの解消、地域の公共サービス向上等に

資する高速データ通信を行うサービス
 自営ＢＷＡ：地域BWAが利用されていない特定のエリアでLTEを利用できるローカル無線通信

サービス

 BWA（広帯域移動無線アクセス）システムの特徴

 無線通信技術として、国際的な標準規格であるWiMAXや
AXGPを利用。

 固定光回線並みの高速通信（下り最大220Mbps（※））が
実現可能。

 １つの基地局で広域をカバー可能（半径２～３Km）。

（※）20MHz幅システムで４×４MIMOを使用した場合。 ノートパソコン
タブレット 等

基地局

モバイル利⽤固定利⽤

全国BWA 全国BWA

WiMAX R2.1AE方式
AXGP方式 （※）

※ 国際的な標準化プロジェクトである3GPPによって策定された『TDD-LTE』と互換性のある方式

15



（参考）「スマート農業のための無線システム活⽤ハンドブック」

◆ ハンドブックの概要
第１章 スマート農業×電波利⽤の事例研究・分析

スマート農業の導⼊に向けた実証事例（ロボットトラクタ、ドローン、センサー）を紹介。
第２章 スマート農業に⽤いられる無線システムの特徴

無線システムごとの技術的特徴を紹介。
第３章 スマート農業におけるWBB活⽤パッケージ

導⼊したいスマート農業に対して、どの無線システムを利⽤すべきかの検討材料を紹介。
第４章 無線システム導⼊のための⼿続等

無線システムに係る法律上の申請⼿続きのほか、総務省の⽀援事業（⾃治体向け）を紹介。
第５章 ⽤語集

ハンドブック内に記述のある専⾨⽤語等を説明。
その他 参考情報

スマート農業関連の情報や相談先が掲載されているURLを紹介。

ロボットトラクタ ドローン センサー（⽜に装着したもの）

○ 北海道管内では、ICTを活⽤したスマート農業の社会実装に向けた取組が進展しているが、広⼤な
⾯積をカバーするには無線による⾼速・⼤容量のデータ通信の活⽤が有効。

○ 北海道総合通信局において、スマート農業の利⽤⽬的に応じ、ワイヤレスブロードバンドを選択する
際の考え⽅や留意点等を整理し、導⼊を検討する際の⼀助となるよう、令和４年３⽉にハンドブック
として取りまとめ(同年10⽉改訂)

ハンドブックの閲覧、
ダウンロードはこちら

16



１ 北海道におけるデジタル基盤の整備

２ 研究⽀援事業等への取り組み
・総務省及びNICT等による研究⽀援事業
・⾼度通信・放送研究開発委託研究（NICT）
・NICT国際交流プログラム（NICT）
・ICT分野の起業家／中⼩・ベンチャー企業等の⽀援
・⾼専ワイヤレステックコンテスト・WiCON（CIAJ）

17



紹介する主な研究開発等の研究・教育機関向け⽀援事業⼀覧
18

施策・事業名 対象課題 概要 対象

戦略的情報通信研究開発
推進事業(SCOPE) 後
継事業（令和６年度予算
要求中）
【総務省】

電波有効利⽤基盤技術獲得
プログラム（仮）

令和６年度政府予算案の編成過程にあるため詳細は
未確定。以下、参考（旧SCOPE）。

電波の有効利⽤をより⼀層推進する観点から、新たなニー
ズに対応した無線技術をタイムリーに実現するため、電波の有
効利⽤に資する先進的かつ独創的な研究開発を委託。

⼤学、⾼専、企業、
公的研究機関の研
究者

⾰新的情報通信技術
（Beyond 5G（6G））
基⾦事業(委託機関
（NICT）より実施）
【総務省】

社会実装・海外展開志向型
戦略的プログラム／要素技術・
シーズ創出型プログラム／電波
有効利⽤研究開発プログラム

2030年代の導⼊が⾒込まれる次世代情報通信インフ
ラBeyond 5G（6G）について、国際競争⼒の強化や
経済安全保障の確保を図るため、我が国発の技術を確
⽴し、社会実装や海外展開を⽬指す。

NICTの情報通信研究開発基⾦を活⽤し、Beyond
5G （6G）の重点技術等について、⺠間企業や⼤学等
による研究開発を⽀援。

企業、⼤学等

⾼度通信・放送研究開発
委託研究
【NICT】

課題233 データ利活⽤等の
デジタル化の推進による社会課
題・地域課題解決のための実
証型研究開発

多岐にわたる社会課題・地域課題の中から提案者が課
題を選定し、ICTとデータを活⽤したデジタル化の推進によ
る解決を⽬指した研究開発を⾏い、その成果を、その課
題を抱える地域で実証（R5実績）。

企業、⼤学等

NICT国際交流プログラム
【NICT】

・国際研究集会開催⽀援
・海外研究者招へい

情報通信分野に関し、我が国及び世界の研究者の国際
交流を促進するとともに、最新の技術及び研究情報の共
有並びに技術⽔準の向上及び⼈材育成に寄与し、もって、
研究開発の推進及び国際協⼒に貢献する。

⼤学、企業その他の
公益法⼈等の研究
機関。集会開催⽀
援では学会を含む。



⾰新的情報通信技術（Beyond 5G（6G））基⾦事業の概要
 2030年代の導⼊が⾒込まれる次世代情報通信インフラBeyond 5G（6G）について、国際競争⼒の強化や経済

安全保障の確保を図るため、我が国発の技術を確⽴し、社会実装や海外展開を⽬指す。
 国⽴研究開発法⼈情報通信研究機構(NICT)に⾰新的な情報通信技術の研究開発推進のための恒久的な基

⾦を造成し、Beyond 5G （6G）の重点技術等について、⺠間企業や⼤学等による研究開発を⽀援する。
※電波利用料財源による予算については、電波の有効利用に資する技術の研究開発に充てる。

＜⽬指すべきBeyond 5G（6G）ネットワークの姿＞

＜執⾏イメージ＞

令和４年度補正予算︓662億円（うち電波利⽤料財源35億円）
令和５年度当初予算︓150億円（電波利⽤料財源）

（１）国⽴研究開発法⼈情報通信研究機構法の改正
⾰新的な情報通信技術の創出のための公募による研究開発等の業

務に要する費⽤に充てるための基⾦（情報通信研究開発基⾦）を
NICTに設けること等を規定。

※主な改正事項： ○基金設置 ○基金業務の区分経理
○毎事業年度の国会報告 ○時限基金の廃止

（２）電波法の改正
電波利⽤料を財源とする電波の有効利⽤に資する研究開発のための補

助⾦を基⾦に充てることができる旨を明確化するとともに、基⾦の残余額そ
の他当該基⾦の使⽤状況を、毎年度、調査・公表することを規定。

国⽴研究開発法⼈情報通信研究機構法及び電波法の⼀部を
改正する法律（令和4年法律第93号） ※補正予算関連

【令和4年12⽉2⽇成⽴、令和4年12⽉19⽇施⾏】

助成/委託補助⾦
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⾰新的情報通信技術（Beyond 5G（6G））基⾦事業 基⾦運⽤⽅針
（令和5年3⽉24⽇総務省公表）

プログラム名 研究開発対象 助成・委託の別 1件あたりの
⽀援規模（国費分）

①社会実装・海外展開
志向型戦略的
プログラム

我が国が強みを有する技術分野を中
⼼として、社会実装・海外展開に向け、
⼀定期間内にTRLを⼀定の⽔準に到
達させる※1ことを⽬指す研究開発

助成を基本※2

実施期間全体の
事業総額のうち

最⼤１／２を助成※3

〜数⼗億円
程度/年
（想定）

②要素技術・シーズ
創出型プログラム

プロジェクトの開始時点でTRL1〜3
に該当する技術であって、社会実装まで
⼀定の期間を要し、中⻑期的視点で
取り組む要素技術の確⽴や技術シー
ズの創出のための研究開発

委託
〜1億円
程度/年

（最⼤数億円）
（想定）

③電波有効利⽤
研究開発プログラム

電波法第103条の２第４項第３号
に規定する電波の有効利⽤に資する技
術の研究開発

委託
開発規模に応じ、
①/②と同程度

（想定）

※1 ４年以内にTRLが概ね6、５年以内にTRLが概ね7など。
※2 業界横断的な共通基盤領域若しくは協調領域に該当する技術、我が国の経済安全保障上必要となる技術又は外国機関と協力して開発する技術

であって、政府文書において国が実施することが明確に位置づけられているものついては、 委託事業にて実施することも可能とする。
※3 助成率は採択時の評価に応じて決定。事業年度ごとの助成率の変動を可能とするが、各事業年度の助成率の上限は2/3。

＜⽀援対象＞
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課題233
データ利活⽤等のデジタル化の推進による社会課題・地域課題解決のための実証型研究開発（２）

情報通信技術によるデータ収集とデータ利活⽤技術の研究開発によるデジタル社会の推進を⽬指して

国⽴研究開発法⼈情報通信研究機構（NICT）の取組

採択件数︓ 最⼤10件（10件未満の採択数になることもある）
研究開発期間︓ 2023年度・・・・・・・・・ 契約締結⽇から2025年度までの最⻑３年間
研究開発予算︓ 2023、2024年度・・・ 1件あたり総額12百万円／年（間接費・税込）を上限

2025年度・・・・・・・・・ 1件あたり総額20百万円／年（間接費・税込）を上限
（提案の予算額の調整を⾏った上で採択する提案を決定する場合がある）

情報通信研究機構
オープンイノベーション創出に向けた取り組み

外部の技術シーズによる課題解決

機構の技術シーズを使った課題解決

社会実装／横展開

実証実験

ICTとデータの活⽤による
デジタル化推進

研究開発

企業等 ⼤学等公的機関等

＜分野＞
農林⽔産 防災・減災 福祉・健康
交通・インフラ 地域データ・データ連携 ほか

社会課題 地域課題

現在の社会課題・地域課題の中から
提案者が課題を選定

ICTとデータを活⽤した研究開発を実施
（デジタル化の推進による課題解決）

課題を抱える地域で成果を実証
（実証型の研究開発）

＜⾼度通信・放送研究開発委託研究＞
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国際交流プログラム ー国際研究集会開催⽀援ー

• 情報通信分野に関する国際研究
集会の国内における開催を⽀援

• NICTが業務委託をすることにより、
該当する国際研究集会の開催に
必要な招へい旅費、会場費等の
経費の⼀部を⽀援

• 情報通信分野に関する国際研究
集会の国内における開催を⽀援

• NICTが業務委託をすることにより、
該当する国際研究集会の開催に
必要な招へい旅費、会場費等の
経費の⼀部を⽀援

制度の概要

• 国際研究集会の開催機関⼜は
開催責任者の所属する研究機関
であって、⼤学等、学会、⺠間企
業、その他の公益法⼈等の法⼈

• 国際研究集会の開催機関⼜は
開催責任者の所属する研究機関
であって、⼤学等、学会、⺠間企
業、その他の公益法⼈等の法⼈

応募対象者

制度のしくみ

National Institute of Information and Communications Technology

公募 応募

海外招へい研究者海外招へい研究者

報告書&
関連資料

聴講・講演講演
支給

渡航費等
の支給

審査・決定

海外・国内研究者
一般参加

国際研究集会開催機関・開催責任者所属機関
情報の共有・研究者の国際交流・研究者育成

国際研究集会開催機関・開催責任者所属機関
情報の共有・研究者の国際交流・研究者育成

業務委託

国際交流プログラム
審査委員会

国際交流プログラム
審査委員会
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国際交流プログラム ー海外研究者招へいー

•海外の研究者を受け⼊れて情報通信
分野の研究開発を⾏うことを希望する国
内の機関をNICTが⽀援

•NICTが研究者の渡航費、滞在等の経
費を負担して海外の研究者を招へい

•海外の研究者を受け⼊れて情報通信
分野の研究開発を⾏うことを希望する国
内の機関をNICTが⽀援

•NICTが研究者の渡航費、滞在等の経
費を負担して海外の研究者を招へい

制度の概要

• 海外研究者の受⼊を希望する⼤学等、
⺠間企業、その他の公益法⼈等の研
究機関(NICTを除く)

• 海外研究者の受⼊を希望する⼤学等、
⺠間企業、その他の公益法⼈等の研
究機関(NICTを除く)

応募対象者

• 博⼠の学位取得またはこれと同等以上
の能⼒を有する⾼度通信・放送技術分
野の研究者。実績のある博⼠課程在
籍者も可

• 博⼠の学位取得またはこれと同等以上
の能⼒を有する⾼度通信・放送技術分
野の研究者。実績のある博⼠課程在
籍者も可

研究者の要件

制度のしくみ

National Institute of Information and Communications Technology

公募 応募

海外招へい研究者海外招へい研究者

報告書審査・決定

大学・民間企業等の研究機関大学・民間企業等の研究機関

招へい
（研究又は学術的な啓発活動に従事）

招へいに必要
な経費の支給

国際交流プログラム
審査委員会

国際交流プログラム
審査委員会

23



（参考）令和４年度の⽀援状況
国際研究集会開催支援

海外研究者招へい

集会名称

第17回ＡＣＭ計算機と通信のセキュリティに関するアジア地区国際会議
第16回NTCIR 情報アクセス技術評価に関する会議
第45回⽇本神経科学⼤会／第65回⽇本神経化学会⼤会／第32回⽇本神経回路学会⼤会
第27回光エレクトロニクス・光通信国際会議／国際会議フォトニックをベースとするスイッチングとコンピューティング2022
2022年機械学習とサイバネティクスに関する国際会議およびウェーブレット解析とパターン認識に関する国際会議
第14回宇宙空間シミュレーション国際学校
第16回⾚道超⾼層⼤気国際シンポジウム
シージー京都2022
第28回半導体レーザ国際会議
第4回酸化ガリウムおよび関連材料国際ワークショップ
第33回太陽光発電国際会議

課題名 受⼊機関
⾞両内環境における超⾼分解能ミリ波伝搬チャネル測定およびデータ解析 新潟⼤学
⾼強度テラヘルツ電磁波の⽣体分⼦の安定性と活性に対する影響調査 福井⼤学
⾮線形回路素⼦から構成されるメタサーフェス電波吸収体の開発と⾼周波化 名古屋⼯業⼤学
広帯域・低コスト複合平⾯受信アンテナの研究 東北⼤学
⾚道域E 層中性⾵の電離圏熱圏⽇々変動への寄与 九州⼤学
⼤規模Beyond5G/6GネットワークでのIoTデバイスにおけるデータプライバシー保護
とセキュリティ強化のための軽量分散型連合学習 九州⼤学
孤独を感じる⼈に安⼼感を与えるコンパニオン・ロボットの⽇本-カナダ間異⽂化コンテ
キストでの開発 北海道⼤学
サイバーセキュリティ応⽤にむけたブロックチェーン評価プラットフォームの共創 奈良先端科学技術⼤学院⼤学
多⽬的ウォルシュ関数: ベンチマークおよびサロゲートモデル 信州⼤学

公表：https://www.nict.go.jp/deploy‐support/int_prog3.html

公表：https://www.nict.go.jp/deploy‐support/int_prog2.html

National Institute of Information and Communications Technology

24



ICT分野の起業家／中⼩・ベンチャー企業等の⽀援 25



北海道起業家甲⼦園 北海道管内の実績

北海道起業家甲⼦園
ＮＩＣＴ賞受賞チーム

開催年 学校名 チーム名

2015 公⽴はこだて未来⼤学⼤学院
北海道函館中部⾼等学校

Code for Hakodate
※ 総務⼤⾂賞

2016 北海道情報専⾨学校 Green

2017 N⾼等学校 個⼈名で参加

2018 北海道情報専⾨学校 ちーむ えす

2019 北海道科学⼤学 ラジオワッチ ※ 総務⼤⾂賞

2020 旭川⼯業⾼等専⾨学校 北国のヒグマ軍団

2021 北海道岩⾒沢農業⾼校 開発⼟⽊専攻班

2022 北海道⼤学⼤学院 Human Site ※ 総務⼤⾂賞

※ 全国⼤会で最優秀賞（総務⼤⾂賞）を受賞

ICTベンチャーのシーズ発掘と育成を⽬的に、起業を志す学⽣を対象にICTを活⽤したビジネスプランコンテ
ストを開催。北海道⼤会でNICT賞を受賞したチームは、全国⼤会の挑戦権が得られる。

北海道総合通信局⻑賞
千歳科学技術⼤学（CIST-HKY）

NICT賞
北海道⼤学⼤学院（Human Site）

＜R4年度の開催結果＞
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⾼専ワイヤレステックコンテスト（WiCON）
 ⾼専ワイヤレステックコンテスト（「WiCON」）は、地域と密接に連携しつつ⾼度なスキルや知識を有す

る技術者を育成している⾼等専⾨学校（⾼専）の学⽣による独創的な提案を募集し、
（1）電波を効率的に利⽤するための無線技術／システムの「新規アイデア」の技術実証
（2）既存の無線機器／システムを⽤いた「モノ」「アプリ」「サービス」の技術実証

に取り組むことで、地域特有の技術的課題の解決やワイヤレス⼈材の育成に資することを⽬的。

WiCON（KOSEN Wireless TechContest）は、地域課題の解決につながるワイヤレス
の特性を活かしたアイデアにより、新たなビジネスやサービスの創出を⽬指します。
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WiCON 北海道管内の実績
開催年 学校名 チーム名・提案名 全国⼤会受賞内容

2019 旭川⼯業⾼等専⾨学校 team Smart Rice Project
⽔⽥遠隔監視システムとドローンを併⽤したスマート稲作 地域連携⼤賞

2021 旭川⼯業⾼等専⾨学校 旭川トマト研究会5G部局
次世代トマト収穫⽀援ゴーグル with 5G 優秀賞

2022 旭川⼯業⾼等専⾨学校 “Kanon feat. MSMO Lab.”
⽔稲農家における⽔管理の負担軽減から地域の洪⽔対策へ

スマート農業推進
⼤賞

2023

函館⼯業⾼等専⾨学校
IoTのひよこ
チャープ信号を活⽤した無線電⼒情報重畳伝送技術の実現
性検証

2024年4⽉頃公表
予定

・函館⼯業⾼等専⾨学校
・津⼭⼯業⾼等専⾨学校

（共同提案）

The Microwave Masters for Snow Zap
電波が漏れないワイヤレス給電で実現する豪雪災害防⽌⽤
マイクロ波融雪ロボット

旭川⼯業⾼等専⾨学校 道産⼦除雪DX研究会
除雪コンシェルジュ ー除雪DX化プラットフォームー
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ご清聴ありがとうございました

支笏湖、風不死岳（ふっぷしだけ）・樽前山


